
日産東京販売ホールディングス株式会社 
代表取締役社長  酒井 信也 
副社長執行役員  竹林 彰 

2019年3月期決算 及び  
中期経営計画 説明会 

2019年5月27日（月） 
東証一部 証券コード 8291 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ただ今ご紹介いただきました、日産東京販売ホールディング株式会社の酒井でございます。本日は、当社の「決算説明会」にご臨席いただきまして、まことにありがとうございます。今回、このように機関投資家の皆さまに、「決算説明会」を開催させていただくのは、当社といたしましては、初めての機会となります。



１.2019年3月期決算概要 

３.新・中期経営計画 
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■Appendix■ 

４．当社の概要 

２.2020年3月期業績予想 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
本日のご説明の内容は、「２０１９年３月期の決算概要」「２０２０年３月期の業績予想」「新・中期経営計画の概要」の３つとなります。 どうぞ、よろしくお願いいたします。



東京日産 荒川店 

日産プリンス西東京 久留米店 

日産プリンス東京 鮫洲店 

日産プリンス東京 谷原店 

東京日産 八王子みなみ野店 

日産プリンス西東京 町田鶴川店 

プリンス西東京 

東京日産 
プリンス東京 
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日産系自動車ディーラーを 
   主軸とした事業 

ルノーNT販売 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
当社は、東京エリアを中心に、日産とルノーの自動車を販売している、自動車ディーラー事業を中心としたグループ企業となります。グループ内には、東京日産、日産プリンス東京、日産プリンス西東京の３つの販売会社があり、三販社と呼んでおりますが、日産系ディーラーとしては、国内最大級の規模となります。詳しくは、資料のAppendix（アペンディックス）をご参照いただければと思います。



１．2019年3月期決算概要   
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代表取締役社長  酒井 信也 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
それでは早速ですが、「２０１９年３月期の決算概要」につきましてご説明いたします。
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■決算サマリー （百万円） 

2019年3月期 2018年3月期 前年同期比 

売上高 155,801 152,023 +3,778 +2.5％ 

営業利益 4,721 4,616 +105 +2.3％ 

経常利益 4,292 4,061 +231 +5.7％ 

親会社株主に帰属する

当期純利益 2,728 2,187 +541 +24.7％ 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
２０１８年度の連結業績につきましては、当期間中に、メーカーである日産自動車の元会長ゴーン氏の逮捕や、４回目となる「完成検査工程における問題」が発生するなど、日産グループにおいては、強い逆風が吹く中ではありましたが、第一線の現場である店舗が丁寧なお客さま対応と提案活動をし、また、日産ユーザーの支えもあり、増収・増益となりました。 売上高につきましては、１千５百５８億１百万円、前期比プラス２．５％と、過去最高であった２０１３年度に迫る業績となりました。２０１３年度は、前回の消費税増税により駆け込み需要が高まった年です。 営業利益につきましては、４７億２千１百万円、前期比プラス２．３％で、当社グループ発足以来、過去8年間で3番目となる業績となりました。 
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■売上高・営業利益・営業利益率 推移 
売上高 

（百万円） 
営業利益 

（百万円） 

■売上高 
■営業利益 
■営業利益率 

2.7％ 
2.9％ 

4.1％ 

2.8％ 2.9％ 
3.4％ 3.0％ 3.0％ 

0.9％ 

当社グループ発足 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
こちらの画面は、「売上高・営業利益・営業利益率」の、当社発足以来の推移です。当社グループ発足以来、売上高は１,５００億円の水準を維持し、営業利益は、毎期、安定的に４０億円以上を確保しております。ここ３年間では、４５億円を超える水準となっております。
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■ポイント 

①新車の販売台数 31,748台（前年比+1.5％） 

②EV（リーフ）やe-POWER搭載車（ノート・セレナ） 
                      による販価アップ 
③中古車、整備事業が堅調に推移 

④グループ会社 
  東京日産コンピュータシステム㈱ 
                     過去最高益更新 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
今年度の業績のポイントといたしましては、新車の販売台数が、「３１,７４８台」と、前年比でプラス４７０台、１.５％と伸びたこと、また、e-POWERという日産特有のパワーユニットを搭載した「ノート」、「セレナ」の販売台数が、引続き堅調に推移し、全体の販売単価を押し上げたこと、中古車、整備事業も厳しい環境の中ではありましたが、堅調に推移したことにより、増収・増益となりました。連結のグループ会社におきましても、ＩＴ企業である「東京日産コンピュータシステム」が過去最高益となったことも寄与しています。
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■売上高・営業利益の内訳 

売上高 営業利益 

三販社 

ＮＴＡ 
車検館 

ＴＣＳ 
その他 

その他 

ＴＣＳ 

ＮＴＡ 
車検館 

三販社 

自動車関連事業 約９割 自動車関連事業 約９割 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
こちらは、当社グループの売上高と営業利益の事業会社別の構成比を表したものになります。売上高、営業利益とも、三販社だけで、８割以上を占め、整備専門会社のエヌティオートサービスと車検館を加えた自動車関連事業では、約９割を占めております。このように当社グループは、自動車ディーラー事業が収益の大きな柱となっています。
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■売上高増減分析 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
こちらが、売上高の増減の要因を表したものです。 先ほどお話しました通り、当社は自動車ディーラー事業が主軸となっておりますので、この滝グラフの横軸の項目も、自動車ディーラー事業由来のものとなっております。自動車ディーラー事業の収益は、主には新車の販売、中古車の販売、整備事業と、それらの周辺商品である保険やクレジットなどの収入手数料で構成されております。新車、中古車につきましては、共に増収となっています。特に、新車販売につきましては、販売台数が伸びたということもありますが、大きな要因としては、電気自動車の「リーフ」やe-POWERを搭載した「ノート」、「セレナ」が、販売台数を伸ばしたことにより、全体の販売単価が上がったことによるものです。 一方、画面にありますように、「収入手数料」と、「情報システム産業」のところで、減収となっております。「収入手数料」につきましては、当年度に「低金利クレジットキャンペーン」を実施したことにより、金利手数料が減少したことによるものです。 また、「情報システム産業」の減収の要因は、主には、前年度にハードウェア販売の特需があり、その反動によるものです。画面にありますように、新車の増収分が大きくなっているわけではすが、先ほどお話しました通り、「リーフ」、「ノート」、「セレナ」が相当に貢献しております。
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■e-POWER構成比 

ノート セレナ 

グレード ：e-POWER X 
車両価格：2,021,760円 

グレード ：X  
車両価格：1,523,880円 

ｅ-ＰＯＷＥＲ 

グレード ：e-POWER X 
車両価格：2,968,920円 

グレード ：X  
車両価格：2,504,520円 

ガソリン 

ガソリン ｅ-ＰＯＷＥＲ 

（例） （例） （例） （例） 

価格差 497,880円 価格差 464,400円 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
この「ノート」、「セレナ」につきましては、この２車種だけで、全体の販売台数の４割以上を占めるほどであり、その中で、e-POWERを搭載している割合は、「ノート」では約８割、「セレナ」で約５割です。e-POWER搭載車は、そのe-POWERの分だけ販売価格は高くなりますが、その先進技術がユーザーから高く評価されております。--------------------------------------------------------------------（例）私はノートのe-POWERに乗っておりますが、一度、ガソリンを満タンにすると、航続距離は８００ｋｍを超えます。ガソリンスタンドに行く機会も激減し、もうガソリンの入れ方を忘れてしまうほどです。またセレナに搭載されている自動運転技術の「プロパイロット」などは、先日の１０連休のＧＷでは、結構、渋滞もありましたが、システムをオンにして走行すると、疲れ方が全然違うと、あらためて惚れ直している社員の声もありました。--------------------------------------------------------------------このような先進技術が、広くユーザーに受け入れられた結果、年度において、「ノート｣は登録車で、販売実績NO.1となりました。「セレナ」につきましても、ミニバンのカテゴリーで販売実績No.1となりました。 メーカーの日産自動車では、中期計画「M･O･V･E to 2022(にー まる にー にー)」の中で、今後、２０２２年度末までに、電気自動車３車種と、e-POWER５車種を　国内市場で発売すると発表しています。当社グループといたしましては、非常に強いフォローの風ともなりますし、大いに期待するところです。
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■営業利益増減分析 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
そして、こちらは、営業利益の増減の要因を表したものとなります。ほぼ、売上高と同様の内容となりますが、新車・中古車につきましては、売上高の伸長に伴い、営業利益も増加しております。整備事業が微減となっておりますが、これは、前年度の「完成検査工程における問題」に関連し、大規模なリコールがありましたが、その反動によるものです。収入手数料の減少は、主には売上高同様、「低金利クレジットキャンペーン」の影響によるものです。
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■財務状況 
資産の部  88,514百万円 
 
 

負債の部  47,096百万円 
 

  

純資産の部 41,418百万円 
 

＜主な増加分＞ 
 商品                 764百万円 
 有形固定資産          3,215百万円 
 
 
＜主な減少分＞ 
 受取手形及び売掛金       243百万円 
 その他流動資産          985百万円 
 投資有価証券          1,048百万円 
 その他投資資産          668百万円 

（前期比 1,020百万円増） 
＜主な増加分＞ 
 長短借入金             2,104百万円 
 未払法人税等              253百万円 
＜主な減少分＞ 
 その他流動負債          1,610百万円 
 長短リース債務             691百万円 
 長短資産除去債務           256百万円 
 退職給付に係る負債          168百万円 

（前期比414百万円減） 

（前期比 1,434百万円増） 

＜主な増加分＞ 
 利益剰余金             2,196百万円 
 
＜主な減少分＞ 
 その他の包括利益累計額      884百万円 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に、当社の財務状況について、ご説明いたします。資産につきましては、８８５億１千４百万円と、前期比１０億２千万円増加となりました。これの主な内容は、不動産取得による増加や、政策保有株式の売却による減少などです。負債につきましては、４７０億９千６百万円と前期比４億１千４百万円減少となりました。主な内容は、投資のための借り入れ増がある一方、未払い金などの減少によるものです。純資産につきましては、４１４億１千８百万と前期比１４億３千４百万円の増加となりました。主な内容は、当期純利益を計上した一方、配当金の支払いと株式の含み益の減少などです。また、自己資本比率は、４５．２％となります。
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■キャッシュフロー 

営業活動によるキャッシュフロー 12,466百万円 

投資活動によるキャッシュフロー ▲13,541百万円 

財務活動によるキャッシュフロー 1,020百万円 

＜主な増加分＞ 
 税金等調整前当期純利益      4,527百万円 
 減価償却費               3,451百万円 
 売上債権の減少               238百万円 

＜主な減少分＞ 
 退職給付に係る資産負債    524百万円 
 法人税等の支払額       503百万円 

＜主な増加分＞ 
 投資有価証券の売却        1,291百万円 

＜主な減少分＞ 
 有形固定資産の取得     13,447百万円 
 土壌汚染対策費用        815百万円 
 預り保証金の返還        484百万円 

＜主な増加分＞ 
 長短借入金の返済・収入の差引による収入 
                       2,104百万円 

＜主な減少分＞ 
 リース債務の返済        464百万円 
 配当金の支払           530百万円 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に、当期のキャッシュフローについて、ご説明いたします。画面にあります通り、営業活動によって得られたキャッシュは、１２４億６千６百万円となりました。リーフ、ノート、セレナなどの電動車の販売が堅調で販売単価を押し上げるなどにより、過去最高の水準となりました。投資活動におきましては、店舗の新規出店（ルノー稲城）や、大規模なリニューアル（246上馬店）、不動産の取得など将来のための投資などにより、１３５億４千１百万円の資金が減少しました。また、財務活動におきましては、配当金の支払いなどのほか、投資の一部へ充てた借り入れなどを行い、１０億２千万円増加しました。その結果、現預金残高は、前期並みの　１０１億７千９百万円となっております。
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（百万円） 

安定したネットキャッシュを確保 
強固な財務体質となった 

■ネットキャッシュ推移 

▲ 5,000 

0

5,000

10,000

15,000

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

有利子負債 現預金 ネットキャッシュ 

当社グループ発足 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
こちらは、ネットキャッシュの推移のグラフとなります。当社グループ発足の前年の２０１０年度までは、有利子負債は、約１６０億円ありましたが、当社グループ発足の２０１１年度より着実に減らし、ネットキャッシュは順調に増加してきました。現在は、投資に伴う借り入れがありますが、実質的には、「無借金経営」と言える、強固な財務体質となっております。



２．2020年3月期業績予想  
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代表取締役社長  酒井 信也 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に、今期、２０２０年３月期の業績予想について簡潔にご説明いたします。
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2019年3月期 
実績 

2020年3月期 
業績予想 前期比 

売上高 155,801 156,000 +199 +0.1％ 

営業利益 4,721 4,800 +79 +1.7％ 

経常利益 4,292 4,400 +108 +2.5％ 

親会社株主に帰属する

当期純利益 2,728 2,500 ▲228 ▲8.4％ 

（百万円） ■業績予想サマリー 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
画面にあります通り、２０２０年３月期も、わずかではありますが増収を見込んでおりますし、営業利益・経常利益は増益を見込んでおります。当期純利益がマイナス８．４％となっておりますが、これは前期に政策保有株式の売却があったことが主な要因となります。



高い先進技術の装備割合（2018年度） 
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■業績予想のポイント 
①「ニッサン インテリジェント モビリティ」により開発された商品群の拡販 

②提案型営業による付加価値販売の強化（新・中期経営計画） 

③ストックビジネスの収益拡大 

メンテプロパック会員数： 約１３万人（当社乗用車ユーザーの約４割） 
2019年3月末 

ナビゲーション、ドライブレコーダー、ボディコート等、 
お客さまのニーズに合わせたご提案の徹底 

電動化技術＜ｅ－POWER ＞ 知能化技術＜プロパイロット＞ ※2018年度実績 
  新型デイズのみ 
  2019年5月実績 

ｅ－ＰＯＷＥＲ 
約８割 

ｅ－ＰＯＷＥＲ 
約５割 プロパイロット有 

約７割 

プロパイロット有 
約４割 プロパイロット有 

約８割 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
この業績予想を立てたポイントとしまして、今期につきましては、「ニッサン インテリジェント モビリティ」の取り組みにより開発されたＥＶの「リーフ」、ｅ－ＰＯＷＥＲを搭載した「ノート」「セレナ」さらに、自動運転技術に代表される知能化技術を搭載した新型軽自動車「デイズ」を加え、これら競争力のある商品群を中心に、拡販に取り組んでまいります。画面の表にあります通り、ｅ－ＰＯＷＥＲやプロパイロットなど、先進技術の装備率は高く、ユーザーに支持されていると考えております。また、これまでも取り組み、成果を上げてきた「提案型営業による付加価値販売」をさらに強化し、収益の拡大に繋げていきます。この取り組みにより、新車販売の単価面においては、一台一台の商売の規模が大きくなることで、全国平均と比べて常に一定レベルのアドバンテージを得ております。それから、ストックビジネスである整備部門の需要をメンテナンスパック商品の拡販により確実に取り込み、安定的に収益を確保・拡大してまいります。画面にあります通り、メンテナンスパック商品の会員は、現在約１３万人にのぼり、当社乗用車顧客の約４割を占めております。これらの取り組みにより、２０２０年３月期の業績を見込んでおります。



●株主の皆さまへの利益還元 
 

●成長性を確保するための内部留保にも考慮 
 

●安定的な配当を行う 

[配当推移] 
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経営の最重要課題 

0

2

4

6

8

10

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度（見込み） 2019年度（予想）

4円 
7円 8円 8円 8円 

■配当の基本方針 

8円 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
最後に、配当について、お話いたします。当社は、将来の成長へ向けた投資を積極的に行いながら、安定的な配当を行うことを、経営の最重要課題との認識のもと、毎年３０億円を超える投資を実行し、配当も、画面にありますとおり、増加しつつ、安定いたしております。当期の期末配当も、来る６月２１日の定時株主総会で決定する予定ですが、一株あたり８円を予定しております。以上が、「２０２０年３月期の業績予想」となります。



略歴 
1982年 日産自動車㈱ 入社 
2003年 ㈱日産サティオ島根 代表取締役社長 
2006年 日産自動車㈱ マーケティング本部 エリアマーケティング部 部長 
2007年 同 営業支援部 部長 
2010年 同 国内Ｍ＆Ｓ業務部 部長 
2012年 中央日産㈱※ 代表取締役社長 
2016年 日産自動車㈱ 日本営業本部 副本部長 

兼 当社 取締役（2018年6月退任） 
2019年 当社 副社長執行役員 

（6月21日付で代表取締役社長就任予定） 

副社長執行役員 
     た け ば や し        あ き ら 

     竹 林   彰 

※中央日産㈱・・・首都圏販売統括会社 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
続きまして、「新・中期経営計画」のご説明となりますが、ここからは、来月６月２１日の当社　定時株主総会におきまして、新たに、当社の社長に就任予定の副社長の竹林よりご説明させていただきたいと思います。ご紹介させていただきます。副社長の竹林です。（ここまで酒井社長）----------------------------------------------------------------（ここから竹林副社長）副社長の竹林でございます。この４月に、日産自動車より当社へ赴任してまいりました。これまでのメーカーサイドの営業部門で培ってきた経験を、これからは販売現場である当社で活かし、当社の発展のために力を尽くしてまいりたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。



３．新・中期経営計画  
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副社長執行役員  竹林  彰 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
それでは、私の方から　当社の「新・中期経営計画」の骨子につきまして、ご説明いたします。



■中期経営計画スローガン 

次の東京へ、 
お客さまと共に。 

日産東京販売ホールディングス（株）中期経営計画 2019～2022 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
今回の「新・中期経営計画」は、２０１９年度から２０２２年度の４ヵ年の期間といたしました。終わりの年度を日産自動車の中期計画「M･O･V･E to ２０２２(にー まる にー にー)」に合わせたものです。スローガンは、ここにありますとおり、「次の東京へ、お客さまと共に。」です。次のステージへと、加速度的に進展していく自動車業界の中で、その中心となる東京のマーケットにおいて、ユーザーであるお客さまと一緒に発展していく、という思いを込めたものです。



■前・中期経営計画（2014～2018）の振り返り 

成 果 

課 題 

●③ベストプラクティスの推進により、付加価値販売が定着 ⇒ 業績アップ  
●④店舗ネットワークの拡充 
  （空白エリアへの出店（４店舗）、大規模リニューアル（９店舗）、 
   大型商業施設への常設展示場1ヶ所） 
●①⑤グループ内でのシナジー向上、ダイバーシティの推進 

●②規模の拡大戦略 
    Ｍ＆Ａ未実現により、目標値未達 

成長戦略５本柱 

①グループ戦略         ②規模の拡大戦略    ③営業戦略 

④店舗ネットワーク戦略   ⑤人材戦略 

目標値 

売上高 営業利益 売上高営業利益率 
２,０００億円 １００億円 ５.０％ 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
新・中期経営計画のご説明の前に、まず「前回の中期経営計画」につきまして、簡単に振り返ってみたいと思います。前回の中期経営計画では、この目標値を目指し、「成長戦略５本柱」を軸に推進してきました。成果としましては、・ベストプラクティスの推進により付加価値販売が定着し、　直接的に業績を押し上げました。・また、空白エリアへの出店や、大規模リニューアル、大型商業施設への　常設展示場など、店舗ネットワークの拡充も図れました。・グループ内でのシナジーの向上や、ダイバーシティの推進など人材戦略面に　おきましても、一定レベルの成果を上げることができました。 一方、課題としましては、「規模の拡大戦略」の面で、想定通りの進捗とならず、その結果、目標値も未達となりました。この課題につきましては、これからの「新・中期経営計画」の中で、改めて整理したうえで、取り組んでいきたいと思います。--------------------------------------------------------------------------------ご参考（読まない）【空白エリア】①N_多摩境　②W_RS昭島中神　③W_百草園駅前　④P_ルノー稲城【リニューアル】①P_葛飾金町　②N_墨田菊川　③W_八王子松枝橋　④P_鮫洲　　　　　　　　　　⑤N_Uカー立川　⑥P_小岩　⑦W_町田南　⑧W_稲城　⑨P_246上馬



―営業戦略― 
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～キーワードは「ＣＡＳＥ（ケース）」～ 

Ｃonnected 
つながる 

Ａutonomous 
自動運転 

Ｓharing 
シェア 

Ｅlectric 
電動化 

■自動車業界を取り巻く環境 
①自動車業界は今、「100年に一度の大変革期」 

②国内の自動車需要は緩やかに減少 
全需見通し 

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 

530万台 530万台 515万台 500万台 485万台 

出典：自販連「ディーラービジョン」（2018年版） 
※2022年度数値はディーラービジョンの数値を基にした弊社予測値 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
今、自動車業界では、その先進技術の開発において競争を激化させておりまして、「１００年に一度の大変革期」とも言われております。この「ＣＡＳＥ」の流れは、自動車メーカーだけでなく、大手ＩＴ企業や、家電メーカー、国や自治体などもまき込みながら、世界規模の変動となっております。また、一方で、国内においては、少子高齢化の進行や、クルマの保有から利用へのシフトなどもあり、市場は、緩やかに縮小していくと言われてもいます。 



―営業戦略― 
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■基本方針 
日産東京販売ホールディングスは 

日本一のマーケット“東京”でトップクラスの 
カーディーラーグループで 

あり続けることを目指します。 

・私たちがお客さまに約束すること 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
このような中で、当社グループは、基本方針に、「日本一のマーケット“東京”で　トップクラスのカーディーラーグループであり続けることを目指します」と掲げており、持続的に発展していくために、どのような手を打っていくのか、打つべき手として策定したものが、今回の「中期経営計画」となります。



■取り組む内容 
ベストプラクティスの 
更なる徹底 
 
 

M&Aによる規模の拡大 
 
 
 

新たな販売スタイルと 
新商品の開発 
 
 
 

提案型営業による 
付加価値販売の強化 

お客さまニーズに即したカーライフ商品 
の拡販 
新しい乗り方としての個人リースをPR                   
EV時代に即したL2H※1の拡販etc 

自動車関連事業を中心に、 
グループ会社関連事業も 
含めた取り組み 

1件/年のクロージング 

ITを軸とした店舗投資と 
売り方改革の実行 
 
 
お客さまに安心.安全.便利 
を提供する商品開発                    

NIM※2対応型メンテプロパック※3や 
新サービス商品の開発、試乗車活用 
モデルのカーシェア実施etc 

都心型店舗をサポートするVRの導入 
お客さまニーズの高い、WEB完結型 
販売の実現 

※2：NIM・・・ニッサン インテリジェント モビリティ＝クルマを未来へと導く日産の取り組みや最先端技術の総称。 
※3：メンテプロパック・・・車検、点検などをお得に受けられるパッケージ商品の名称。 

※1：L2H・・・Leaf to Home＝EVから電気を取り出して外部（家屋全体や家電製品など）へ給電する為の装置。 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
さて、「新・中期経営計画」の内容ですが、３つの領域で、取り組みを進めていきます。 まず１つ目は、前回の中期経営計画で成果のあった「ベストプラクティス」をもう１段階レベルを上げ、「提案型営業による付加価値販売」を、さらに強化していきます。これまでもこの取り組みを行ってきたわけですが、お客さまのニーズに合わせ、しっかりと提案することで、結果として１台１台の単価が上がり、全国平均と比べても高い水準となりました。「ＣＡＳＥ」が進展していく中においても、時流はしっかりと捉えつつ、この基礎、土台となる部分を、より磐石なものとしていきます。 ２つ目は、時代の変化と顧客ニーズへの対応を的確に果たすため、新たな販売スタイルと新商品の開発をしていきます。ＩＴを軸とした店舗投資を行い、例えばＶＲの導入などですが、競争力のある都心型店舗を実現していきます。また、日々進化する新技術に対応した新しいサービス商品を開発し、お客さまに安心、安全、便利でより快適なカーライフを提供していきます。 ３つ目は、前回の中期経営計画の課題でもありましたが、Ｍ＆Ａを進めていきます。自動車関連事業を中心に、グループ会社の関連事業も含め、規模の拡大を図りつつ、シナジーも高めて、グループ全体の健全な発展につなげていきます。年に１件のペースで、積極的に取り組んでいきます。



売上高：155,801 
営業利益：4,721 

FY18維持ライン 

新たな取組み実行による成長ライン 

新たな取組み＋M&Aによる成長ライン 単位：百万円 

 出典：自販連「ディーラービジョン」（2018年版） 
※FY22数値はディーラービジョンの数値を基にした弊社予測値 

2018年度        2019年度        2020年度        2021年度       2022年度 

全需見通し 
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 

530万台 530万台 515万台 500万台 485万台 

■売上高・営業利益推移イメージ 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
この画面のグラフは、最終年度までの業績の推移をイメージしたものです。このまま何も手を打たず、現状路線であれば、下の表の全需見通しにあります通り、縮小のトレンドに流されてしまいます。ここに先ほどご説明した「ベストプラクティスの更なる徹底」や２つ目の領域である「新たな販売スタイルと新商品の開発」を進めることで、ピンクの成長ラインに持ち上げます。そして、３つ目の領域のＭ＆Ａを積極的に取り組み、一番上の青い点線のように、成長ラインを伸ばしていこうというものです。



■数値目標 
2018年度 

（2019年3月期） 
発表値 

売上高 155,801 
営業利益 4,721 
配当性向 19.5％ 

2022年度 
（2023年3月期） 
目 標 
175,000 

5,500 
30.0％ 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
こちらが、目標値となります。２０２２年度において、売上高１,７５０億円、営業利益５５億円、そして、３つ領域の取り組みを進める上で必要な投資を行ったうえで、配当性向３０％を目指してまいります。



■中期経営計画実現のための組織風土の醸成 
弊社グループ社員それぞれが連携・協業し、能力を最
大限に発揮することでお客さまの期待を超える価値の
提供と企業の持続的成長を実現できると考えています。 
私たちがお客様に約束する「笑顔」「誠実」「元気」
は全てが「人」が形作るもの。 
弊社グループはダイバーシティを重視し、個性を活か
して活躍できる組織風土の醸成に取り組んで参ります。 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
目標を達成させるうえでは、当社グループ社員のそれぞれが、能力を最大限に発揮し、いきいきと働いているということが欠かせないと思います。そのような働く環境を作ることも、大事な取り組みの１つ考えております。働き方改革や、ダイバーシティも推進し、社員全員が総活躍できる組織風土の醸成にも、力を入れて取り組んでいきます。「新・中期経営計画」のご説明は以上となります。



最先端技術（インテリジェント モビリティ）を搭載した 
魅力的なラインナップ 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
最後に、当社の現在の株価ですが、先週、金曜日の終値では、「○○○円」です。ＰＥＲやＰＢＲにしても、非常に低い水準のままであります。逆に言えば、伸び代は大きなものであると言えます。今後につきましては、当社の株を適正に評価していただけるよう、今回の説明会のように、当社をもっと知っていただく機会を、様々な場面で増やし、当社を認知、理解していただくことにも力を入れていきたいと考えております。 本日のご説明は以上となります。ご清聴まことにありがとうございました。----------------------------------------------------------------------参考値ＰＥＲ・・・株価収益率（株価を利益面から見て「割高」か「割安」か判断する指標）　　　　　計算式：株価÷（当期純利益÷発行済株式数）　　　　　　　　　　ex）株価３００円とすると「７．３０倍」　　　　　　　　　　　　※日本の上場企業の平均は１５倍とされるＰＢＲ・・・株価純資産倍率（株価を資産面から見て「割高」か「割安」か判断する指標）　　　　　計算式：株価÷（純資産÷発行済株式数）　　　　　　　　　　ex）株価３００円とすると「０．５０倍」　　　　　　　　　　　　※１倍割れは割安とされる



■Appendix■ 
４．当社の概要   
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（2019年3月31日現在） 

日産東京販売ホールディングス株式会社（略称：ＮＴＨ） 

所在地 東京都品川区西五反田4-32-1 

設立 昭和17年（1942）11月16日 

資本金 137億5,206万円 

従業員 連結 2,961名 （内、単体 65名） 

事業内容 ●自動車ディーラーを中心とした 
 自動車関連事業 

31 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社 10社（連結7社＋非連結3社） 

●その他の事業 
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[沿革] 
年 月 概  要 

1942年 東京府自動車配給㈱として東京市京橋区に設立 

1946年 幾度かの商号変更を経て、東京日産自動車販売㈱に商号変更 

1961年 東京証券取引所市場第１部上場 

1989年 東京日産コンピュータシステム㈱ 設立 

2004年 東京日産コンピュータシステム㈱ ジャスダック市場上場 

2004年 会社分割により持株会社体制へ移行し、㈱東日カーライフグループに商号変更 

2011年 
日産プリンス東京販売㈱及び日産プリンス西東京販売㈱を子会社化 
日産ディーラー事業を大幅に拡大した新たな持株会社体制へ移行し、 
日産東京販売ホールディングス㈱に商号変更 



[自動車ディーラー事業] 

中核三販社 連結営業利益の約８割を占める中核事業 

都内全域に新車34店舗、中古車３店舗 

23区内に新車44店舗、中古車11店舗 

東京都下に新車35店舗、中古車８店舗 

33 

多
摩
境
店 

小
岩
店 

百
草
園
駅
前
店 

日産系販売会社では 
全国で最大規模 

三販社合計 新車113店舗／中古車22店舗／ルノー5店舗 

（2019年3月31日現在） 



[グループ会社] 

日産東京販売ホールディングス 
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自動車関連事業 

日産系販売会社 

東京日産 

日産プリンス東京 

日産プリンス西東京 

ルノーＮＴ販売 

車検・整備事業 

ＮＴオートサービス 

車検館 

システム関連事業 

東京日産コンピュータシステム 

その他事業 

エースビジネスサービス 

日産ピーズ 
フィールドクラフト 

葵交通 

ＮＴ陸送 

保険代理業、商事、ビルメンテナンス事業 

車両輸送、登録代行業務 オリジナルキャンピングカーの 
企画・開発・販売 

ジャスダック上場 
証券コード3316 

タクシー業 

非連結子会社（3社） 

連結子会社（7社） 

2019年3月31日現在 

※日産プリンス東京内のバーチャルカンパニー 



35 

［株価動向および主要指標（連結） ］ 
１．株価動向

2019/5/22終値 279 円

年初来高値 343 円

年初来安値 242 円

２．主要指標（連結）

期末株価 220 円 325 円 365 円 281 円 278 円 302 円 428 円 293 円

1株当たり配当金 0 円 4 円 5 円 4 円 7 円 8 円 8 円 8 円

配当利回り 0.0% 1.2% 1.4% 1.4% 2.5% 2.6% 1.9% 2.7%

配当性向 0.0% 6.5% 7.1% 5.1% 13.7% 13.3% 24.2% 19.5%

ＥＰＳ 38.06 円 61.30 円 70.45 円 78.34 円 51.14 円 60.22 円 33.00 円 41.10 円

ＢＰＳ 224.53 円 292.41 円 399.60 円 475.73 円 478.20 円 551.16 円 583.66 円 603.00 円

ＰＥＲ 5.8 倍 5.3 倍 5.2 倍 3.6 倍 5.4 倍 5.0 倍 13.0 倍 7.1 倍

ＰＢＲ 1.0 倍 1.1 倍 0.9 倍 0.6 倍 0.6 倍 0.5 倍 0.7 倍 0.5 倍

ＲＯＥ 18.5% 23.7% 20.4% 17.9% 10.7% 11.7% 5.8% 6.9%

ＲＯＡ 3.6% 6.2% 6.5% 6.7% 4.5% 4.7% 2.5% 3.1%

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

2019年3月6日

2019年5月14日

2011年度 2012年度 2013年度



本資料につきましては、株主・投資家の皆さまへの情報提供のみを目的としたものであり、売買の勧誘を目的とし
たものではありません。本資料における、将来予想に関する記述につきましては、目標や予測に基づいており、確
約や保証を与えるものではありません。また、将来における当社の業績が現在の当社の将来予想と異なる結果に
なることがある点を認識された上でご利用ください。 

業界等に関する記述につきましても、信頼できると思われる各種データに基づいて作成されていますが、当社はそ
の正確性、完全性を保証するものではありません。 

本資料は、株主・投資家の皆さまがいかなる目的にご利用される場合においても、株主・投資家の皆さまご自身の
ご判断と責任においてご利用されることを前提にご提示させていただくものであり、当社はいかなる場合においても
その責任は負いません。 

日産東京販売ホールディングス株式会社 
法務・広報・IR部 

TEL：03-5496-5234 
https://ｗｗｗ.nissan-tokyo-hd.co.jp 
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